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日本におけるステップファミリー
（子連れ再婚家族）の法規制
研究助成報告３
１　継親子関係―法定親子関係から
　姻族関係へ
　継親子関係を含む再婚家族をステップファ
ミリー（Stepfamily）1）というが、日本では
まだ市民権を獲得するほど一般化した言葉
でない。アメリカのステップファミリー支
援組織である全米ステップファミリー協会
（Stepfamily Association of America［SAA］）
の創設者・ヴィッシャー夫妻の定義によれ
ば、ステップファミリーとは、「一対の成人
男女が共に暮らしていて、少なくともどちら
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5　ステップファミリー法制のあり方―法律効果の個別的付与の可能性
Suggestions for Reform on Laws Affecting Stepfamilies in Japan
Toshiaki  Hayano
Summary
　Stepfamilies are increasingly common in Japan. In 2004, about three-fifth of all 
divorced couples were ones raising minor children, and more than one-fifth of all 
married couples were remarried ones.
　This article provides the current state of laws affecting stepfamilies. The review 
demonstrates that for the most part, stepparents do not have a legally recognized 
status in relation to their stepchildren. Some suggestions for legal reform will be 
made.
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か一方に、前の結婚でもうけた子どもがいる
家族」2）、すなわち、「親の再婚によって、子
どもと親の配偶者との間に継親子関係が生じ
た家族」3）ということになる。日本には、法
律上の用語として民法で初めて使用されたと
する「継父」「継母」「継子」という呼称は
古くからあったが4）、継親子関係を含む家族
を一括して指し示す用語は現在まで存在しな
かった5）。
　そこでまず、日本において、継親子関係の
法的位置づけがどのように変化したのかを確
認しておこう6）。家父長制家族制度が採用さ
れていた戦前の明治民法では、父の正妻と父
が認知して「家」に入れた庶子との間に嫡母
庶子の関係を認めるとともに、同じ「家」に
所属する、父の子と父の後妻、母の子と母の
後父との間に継母子・継父子の関係を認め、
これらを養親子関係とともに、法定親子関係
として、法律上も親子として扱っていた。し
たがって、継親子関係は法定親子関係として
法津上の親子であり、親子として、一定の制
約はあったものの継親は継子に対して親権を
行使し、相互に扶養義務を負い、相続権を取
得するという法的関係にあった。もっとも、
これは家の安泰と継続を目的としたものであ
り、子の利益の保護という視点を欠いてい
た。
　第二次世界大戦敗戦後、明治民法は改正
され、封建的な家父長制家族制度が廃止さ
れ、それまでの法定親子関係も否定されるこ
ととなった。その結果、嫡母庶子とともに継
親子関係は、現在では単なる姻族一親等の関
係にとどまることとなり、法定親子関係から
姻族関係へと大きく転換した。戦後の家族モ
デルは、婚姻した男女とその間に誕生した子
から形成される婚姻家族と考えられるように
なり、民法も婚姻家族を中心とした法制度と
なったからである。
　戦後家族モデルが婚姻家族となり、継親子
関係を法定親子関係としていた明治民法でさ
え継親子の意義に関して定義規定を置いてい
なかったことからすれば、継親子関係を単な
る姻族一親等にとどめる現行民法に定義規定
が置かれていないことは当然かもしれない。
しかし、現行民法がステップファミリーの存
在を認めていることは確かである。すなわ
ち、「父母が協議上の離婚をするときは、子
の監護をすべき者その他監護について必要
な事項は、その協議で定める。」（民法766条、
裁判離婚につき同766条を準用した同771条）、
「父母が協議上の離婚をするときは、その協
議で、その一方を親権者と定めなければなら
ない。」（同819条１項。裁判離婚につき同819
条２項）として子連れ離婚を認め、「女は、
前婚の解消又は取消しの日から六箇月を経過
した後でなければ、再婚をすることができな
い。」（同733条）として再婚の可能性を予定
しており、また、「自己又は配偶者の直系卑
属を養子とする」（同798条）、「夫婦の一方が
他の一方の嫡出である子の養親となる」（同
817条の3、２項但書）として継親子間の養
子縁組を認めているからである。
　本稿では、まず、ステップッファミリー（子
連れ再婚家族）をめぐる最近の社会状況を、
次いでその法律関係の現況をとくに民法上の
継親子関係を中心に明らかにするとともに、
若干の問題点を指摘し、今後のステップファ
ミリー法制の方向性を模索したい。
２　ステップファミリーをめぐる社
　会状況―見えない存在から見える
　存在へ
　日本において、ステップファミリーは以前
から存在していたにもかかわらず、最近まで
あまり注目を集めることなく、社会的には見
えにくい存在であった。継親子関係を含む家
族を一括して指し示す用語がなかったことと
ともに、ステップファミリーは世帯の形態と
して標準的な初婚核家族世帯と区別されにく
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く、正確な数を把握されることもなかった
ため、特有の支援ニーズがあるとは認識され
ず、学術的な調査研究や公的な支援政策の対
象となることがほとんどなかった。また、ス
テップファミリー経験者自身もその数的な稀
少さゆえに、自らの経験を共有し確認しあう
機会は少なく、これを方向づけるための指針
や公的支援システムが欠如していたこととあ
いまって、孤立した状況に置かれていた。ス
テップファミリーが家族の一つのあり方とし
て語られるための制度的な基盤が日本社会の
なかに用意されてこなかったのである7）。
　しかし、ステップファミリーを取り巻く日
本の社会状況は、近年、大きく変化しつつあ
る。まず第一に、子連れ再婚家族数の増加
である。離婚件数は1964年以降毎年増加し、
1971年に10万組を超え、1983年を第一次ピー
クとして減少に転じたものの1991年から再び
増加し、2002年には28万9836組と過去最高の
件数となった。2004年は27万804組と多少減
少したが8）、このうち、親権を行わなければ
ならない子（未成年子）を有する離婚件数は
16万1298組となり、全体のほぼ60％を占めて
いる9）。また、一方で、2004年の婚姻件数は、
初婚・再婚あわせて72万417組であり、この
うち、夫初婚妻再婚5万773組、夫再婚妻初
婚6万4260組、夫妻とも再婚6万3709組、計
17万8742組で、全体の24.8％を占めている10）。
ここ5年は、２割を超えている11）。これらの
数字は、実数は明らかではないにしても、未
成年の子を連れたいわゆる子連れ再婚が相当
数に及ぶものと推測される。第二に、子連れ
再婚家族に対する社会的な認知も拡がりつ
つある。昨今のステップファミリーに関す
る、マスメディアによる関心の高さはその一
証憑であり12）、そして何よりもステップファ
ミリーという家族形態を社会の中で見える存
在としている大きな要因は、インターネット
利用の拡大である。これまで相互に孤立して
いたステップファミリー経験者が、インター
ネットを媒介にして出会い、つながり、掲示
板への書き込みやそれへの応答、あるいは個
人間の電子メールの交換を通して、ステップ
ファミリー経験者同士のネットワークを形
成・拡大し、より公的な組織へと発展する例
がいくつもみられるようになってきた13）。と
同時に、ステップファミリーの実態やその社
会的ニーズが明らかになりつつあり14）、社会
的実体としてのステップファミリーの存在は
無視しえない状況にある。
３　ステップファミリーをめぐる法
　状況―規制の限界
　現行民法は、法律上の親子関係が成立すれ
ば、親子としての法律効果が包括的に発生す
るという形式を採っており、原則として、個
別的な法律効果の発生を予定していない。そ
して、法律上の親子関係は、法定親子関係の
ほかに、生物学的（遺伝子的、血縁的）な
親子関係が存在することによってのみ成立す
る。したがって、血縁のない継親子関係は、
現行法上、養子縁組がない限り、法定血族関
係（法定親子関係）にはなく、単なる姻族一
親等の関係として規制されるにとどまり、そ
の法律効果は、原則として、一般の親族とし
ての効果、すなわち、①後見・保佐・補助開
始の審判の申立権（四親等内の親族。同7条、
同11条、同15条）、②「扶け合う」互助の義
務（直系血族および同居の親族。同730条）、
③婚姻禁止（直系血族および三親等内の傍系
血族の間、直系姻族の間。734 ～ 736条）、④
婚姻・養子縁組の取消権（親族一般。同744条・
同805 ～ 807条）、⑤親権・財産管理権の喪失
またはその取消の請求権（親族一般。同834
～ 836条）、⑥後見人・後見監督人・保佐人・
保佐監督人・補助人・補助監督人解任の請求
権（親族一般。同846条・同852条・同876条
の２、２項、同876条の3、２項、同876条の
7、3項、同876条の8、２項）、⑦「特別の
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事由」を要件とする扶養義務（三親等内の親
族。同877条２項）などが付与されるにすぎず、
実親子と同じ効果は付与されない。
　それゆえ、継親子関係にあっては、社会的
には実親子と同様の関係にあり、扶養・監護
養育など緊密な親子としての生活実態があっ
ても、養子縁組の届出や審判がないために、
法律上の親子としての権利義務を生じないと
するのが原則である。もっとも、このような
生活実態を有する関係は、従来、「事実上の
養親子」または「準縁組」関係として、内縁
の準婚的構成に即して、準養親子関係ないし
準縁組関係と把握され、養親子に準じて法的
効果を付与すべく苦心してきた15）。しかし、
この関係もあくまで事実上の関係にすぎない
ことから、法的に戸籍の記載によって画一的
に決定される効果、すなわち、⑧嫡出子たる
身分の取得（同809条）、⑨氏の同一（同810
条）、⑩養親が親権者となること（同818条２
項）、⑪養親の血族との間に法定血族関係が
生ずること（同727条）、⑫相互にまた養方親
族との間に扶養・相続関係が生ずること（同
877条、同887条以下）は、一般に否定される
ことになる16）。したがって、「事実上の養親子」
関係の法理によっても、実親子と同様の法律
効果を期待し得ない。実親子と同様の法律効
果を取得するためには、養子縁組によらざる
を得ないのである。
　以上にように、継親子間においては、法律
上の親子としての法的効果、すなわち、親権・
監護権、扶養義務、相続権などを取得するた
めには、養子縁組によらざるをえない。継子
に対する権利義務の取得は、養子縁組の有無
によって百か零かであり、この選択を継親は
迫られることになる。
　とはいえ確かに、継親子は事実上の親子的
生活関係を形成することが少なくなく、これ
を法律上の親子関係に転化させやすくするた
め、現行民法は、一般の未成年養子縁組の場
合に比べて、継親子養子縁組の要件を緩和し
ている。すなわち、普通養子縁組の場合につ
いて、配偶者のある者が未成年者を養子とす
るときには、配偶者としなければならないと
する夫婦共同縁組の要件は、「配偶者の嫡出
である子を養子とする場合」に、また、未
成者を養子とする場合に必要とされる家庭裁
判所の許可は、「自己又は配偶者の直系卑属
を養子とする場合」には、免除される（民法
795条但書、同798条但書）。実際、未成年普
通養子のほとんどが継子養子であることから
すれば、これらの要件が継親子関係を養親子
関係に取り込むうえで大きな機能を果たして
いることは否めない。また、特別養子縁組の
場合についても、「夫婦の一方が他の一方の
嫡出である子の養親となる場合」は、夫婦共
同縁組の要件が免除されるほか（同817条の
3、２項）、効果の面でも、子と夫婦の他方
およびその血族との親族関係は終了しないと
されている（同817条の9但書）。
　しかし、継親子は、養子縁組によって、実
親子と同様の法律効果を取得できるとして
も、果たして現行の養子制度が、継親子関係
の実態に十分応えているのであろうか。問題
は、養子縁組制度が、相続権を含めた実親子
と同様の法律効果を包括的に発生せしめると
ころにあり、それゆえに養子縁組に躊躇して
いる継親子関係が存在しているという現実に
も注目しなければならないだろう17）。求める
法的効果は必ずしも一様ではなく、百である
必要はなくとも、継親子関係の親子として生
活関係に鑑みれば、零とすることもバランス
を欠く。
　また、養子縁組は必ずしも継親子関係の安
定に寄与するものでもない。養子縁組後離婚
問題が生ずる場合には、同時に養親子関係も
解消されることからすれば、養親子関係は婚
姻関係に従属しており、普通養子縁組による
継子のステップファミリーへの適応を困難な
ものとするからである18）。特別養子縁組の場
合には、養親子関係は解消できないのが原則
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であるから、夫婦関係が解消しても、継親子
（養親子）関係は解消されないということに
もなり、継親子間の微妙な変化への対応を難
しくすることになり、慎重のうえにも慎重な
縁組が求められることになる。
　さらに、現在、実親の権利を配慮してか、
継子養子縁組を促進する方向での立法論や解
釈論は必ずしも多くなく、制限しようとする
ものが少なくない。まず、普通養子縁組にあっ
ては、自己または配偶者の直系卑属を養子と
する場合には、家庭裁判所の許可を要しない
とする民法798条但書の趣旨について、自己
または配偶者を養子とする場合にはおよそ
養子の福祉を害することはありえないとの判
断に基づくと推測されるが、この判断がすべ
ての場合に妥当するとは限らないとの理由か
ら19）、許可をすべての未成年養子に及ぼすべ
きであるとの立法論が示唆されている20）。ま
た、15歳未満の未成年者を養子とする場合に
は、その法定代理人が代わって承諾をしなけ
ればならず（同797条１項）、代諾権者である
法定代理人のほかに、養子となる者の監護す
べき者（監護者）と定められた父母がいる
ときには（たとえば、同766条、同749条、同
788条）、法定代理人が代諾をするにつき監護
者である父母の同意を得なければならないと
する民法797条２項について、離婚後に親権
者である父母の一方がその再婚配偶者との継
子養子縁組を代諾する場合には父母の他方が
これをチェックできることを認める必要があ
ることから、「（民法）766条および788条によ
り監護者と定められている者」だけでなく、
「監護をすべき者であるもの」が実際に監護
をしていない場合や非親権者の場合でも縁組
同意権を認めるべきだとする解釈が有力に主
張されている21）。また、特別養子縁組にあっ
ても、「父母による養子となる者の監護が著
しく困難又は不適当であることその他特別の
事情がある場合において、子の利益のため特
に必要があると認めるときに」特別養子縁組
を成立させることができるとする民法817条
の7について、夫婦の一方が配偶者の前婚の
子を特別養子とする場合に、実親の一方はそ
の子を再婚後も監護することになるから、父
母による監護が著しく困難または不適当な場
合に当たらないとして、いわゆる要保護要件
を欠くものとして、審判例・判例は継子の特
別養子については一般に極めて消極的であ
る22）。養子縁組の成立要件の実質的要件の欠
缺という点からも継親子関係にとどまらざる
を得ず、将来にわたり同様の状況が維持され
るであろうとの推則も可能である。
４　ステップファミリーをめぐる法
　律関係の複雑さ―もう一人の親の
　存在
　ステップファミリーをめぐる法律関係の複
雑さは、実は、夫婦、子と子の同居親、子と
子の同居親の配偶者（継親）の三者の関係に
とどまらないところに起因する。ステップ
ファミリーは、夫婦の双方が再婚かどうか、
双方に子がいるかどうか、自己または配偶者
の子が別の世帯で暮らしているかどうか、そ
の子と面会交流しているかどうか、現在の夫
婦間に新たに子が誕生しているかどうか、さ
らには子の数や年齢・性別とその組み合わせ
などによってその家族状況は多様であり23）、
その多様性は法律関係にも影響し複雑さを増
すからである。そして何よりもその複雑さ
は、前婚が離婚により解消された場合に現れ
る。すなわち、子には別居した実親がおり、
さらにはその血族も加わり、別居親およびそ
の血族と子との間に、養育費、親権者の変更、
面接交渉、相続関係などの法的関係が、依然、
残っているからである（前婚が死別であって
も、実父または実母の法律関係は消滅するこ
とになるが、その血族との法律関係、すなわ
ち、監護者の指定、面接交渉、相続関係など
は残ることになる）。そして、ステップファ
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ミリーのなかにいる子に関する権利義務は、
内にいる子の同居親の配偶者である継親には
なく、同居親とともに、依然、ステップファ
ミリーの外にいる別居親（またはその血族）
にも存続することになる。さながら離婚後の
単親家族同様、現行民法は、ステップファミ
リーにおいても、親権者・監護者であるのは
同居親一人であり、将来親権者・監護者に代
わりうる地位をステップファミリーの外にい
るもう一人の別居親に付与する。第一次的養
育責任者である実親の責任（権利義務）をあ
くまで強調しそれを保障していこうとするも
のである。ステップファミリーの内なる継親
は、配偶者の子に対する法的関係において、
ステップファミリーの蚊帳の外に置かれ、そ
の利益は配慮されず、別居親（さらにはその
血族）と継親との間に緊張関係を生むことに
なる。
５　ステップファミリー法制のあり方
　―法律効果の個別的付与の可能性
　現行民法は、前述したように、法律上の親
子関係の成立をもって、親子としての法律効
果を包括的に発生せしめるという法形式を採
用しており、原則として、個別的な効果の発
生を予定していない。夫婦とその間に出生し
た子を中心とする血縁に基づく婚姻家族を典
型的な家族形態として法規制し、現実にもそ
のような家族が多数存在していた社会状況に
あっては、包括的に法律効果を付与する法制
度は十分に理由があった。
　しかし、現行民法施行からほぼ60年を経た
現在、個人の婚姻観・離婚観は変化し、愛情
や信頼といった夫婦間における情緒的・心理
的結びつきが重視されだし、多様な家族形態
が現出している。それぞれの家族形態が求め
る法律効果は必ずしも一様ではなく、きめ細
かな対応が要求される。子の養育費や子の奪
い合い、面会交流など子どもをめぐる紛争が
激増しているなかで、紛争当事者の人的範囲
も、これまでのように父母間にとどまらず、
祖父母、伯父伯母、兄弟姉妹などの近親者や
事実上の養親、里親などにも拡大している。
そうしたなかで、継親子関係にあっても、当
該関係を実親子に準ずる関係として、あるい
は、その実質的関係に着目して、法律効果を
個別に付与する、新たな解釈論や立法の可能
性を検討する必要があろう24）。
　社会的実態としての扶養・監護養育関係は
ステップファミリーのなかで行われているの
であり、子の利益・福祉を促進すべき義務を、
継子を含めた婚姻家族を維持するための協力
義務（民法752条）として、継子との関係に
おいても、継親は負っていると考えるべきで
ある。その義務を履行・実現可能なものとす
る法的枠組がステップファミリーにおいても
保障される必要性があり、継子に対する愛情
と献身への願望がある継親にも、子の健全な
発育に必要なかぎりで、一定の権利義務を明
確化することが子の利益に適うものと考えら
れるからである。その際、ステップファミリー
という概念が、「必ずしも世帯特性（一緒に
に暮らしている人々の構成）を指し示すわけ
ではなく、世帯の境界線を越えてつながる親
子関係、継親子関係、（継）きょうだい関係、
元夫婦関係などの家族関係あるいは準家族的
関係の連鎖を指し示す概念でもある」25）こ
とから、子の利益を最大限尊重しつつ同居親
のみならず別居親（さらにはその血族）と継
親との利益のバランスが適正に配分された法
制度としなければならない。
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ない」の意）を語源とするstepには否定的な意味があるが、
米国のステップファミリー支援組織である全米ステップ
ファミリー協会は、この語が肯定的・中立的に使用される
ことを目指して、この語を使って活動を展開しているとい
う。野沢慎司「ステップファミリーのストレスとサポート」
石原邦雄編『家族のストレスとサポート』（財団法人放送
大学教育振興会、2004年）277頁（注２）を参照。
２）エミリー＆ジョン・ヴィッシャ 『ーステップファミリー』
（原題 How to Win as a Stepfamily）春名ひろこ監修  高
橋朋子翻訳（WAVE出版、2001年）16頁。
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21）石川稔「監護権者または非親権者たる父母の同意を得
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下、床谷文雄「嫡出否認をした『継子』を特別養子とする
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23）野沢慎司「離婚・再婚とステップファミリー」吉田あ
けみ＝山根真理＝杉井潤子編著『ネットワークとしての家
族』（ミネルヴァ書房、2005年）152頁。
24）最近に至り、法的効果を個別的に付与していく解釈論
が展開されている。継親を含めた父母以外の第三者の監護
権に関し、まず、民法766条に基づいて父母以外の第三者
を監護者に指定できるかどうかにつき、父母が監護不可能
ないし監護不適切な場合もあり、父母以外の第三者を監護
者と定めて子の実質的保護をはかる必要があるとし、また、
父母以外に監護者になりえないとすると、第三者に子の監
護養育を委託する関係は準委任契約にすぎず何時でも当事
者から解消できる不安定な関係であるのに対し、本条での
監護者は父母の協議または家裁の審判がなければ変更終了
が許されず、子のため安定した監護養育関係を形成できる
メリットがある、とされる（棚村政行「祖父母の監護権」『判
例タイムズ』第1100号（2002年）148頁）。また、第三者が
監護者になりうるとするならば、そもそも第三者は監護者
指定の申立権者になりうるのかという問題についても、「親
権者あるいは父母にしか申立権がないとすると、親権者が
第三者の監護に反対している場合には、申立てがなされる
はずがなく、親権者の不適切な監護に苦しんでいる子を保
護することができない」（二宮周平「父母以外の者を子の
監護者に指定することの可否」『判例タイムズ』第1119号
（2003年）113頁）とし、あるいは、「事実上の監護者から
の申立権を一切認めないとすると、法規が欠落しているこ
とによる不利益を結果的に実質的当事者である子どもに及
ぼすことにもなり、子の福祉の実現が形式的資格や権限の
有無により阻まれるという不幸な事態ともなりかねない。
欧米では、子の福祉に関係を持つ第三者にも監護や面接交
渉を申し立てる資格が認められ、子の利益のためにその途
が開かれている」（棚村・前掲論文149頁）として、父母以
外の第三者による監護者指定の申立権を認める見解も有力
である。さらに、父母以外の第三者に面接交渉の申立権を
付与するか否かについても、父母のほかに親代わりとして
子の監護養育にあたったり交流接触を継続することが子の
利益になる第三者にも認める必要があるとして積極的に解
する見解が、近時、有力となりつつある。第三者が面接交
渉を認められるための資格要件を、「親と同視しうるよう
な実質的関係をもち、かつ面接交渉を認めることが子の利
益となることの積極的証明をクリアーした」者として、民
法766条を類推適用して認めようとするものである（棚村
政行「祖父母の面接交渉」『判例タイムズ』第1100号（2002
年）193頁）。
　今後は、実質的関係の内容を吟味していく必要があるが、
継親子関係の実質性と子の利益を充足するかぎり、継親が
申立権者となり、継親の監護権や面接交渉を容認する途を
開くことになろう。解釈論としては望ましい方向にあるが、
より積極的に立法に反映させる必要がある。
　なお、野沢＝茨木＝早野＝SAJ・前掲注⑶39頁以下のほ
かに、早野俊明「子連れ再婚家族（ステップファミリー）
の法律関係―連れ子の養育費について―」『戸籍時報』第
589号（日本加除出版、2005年）40頁以下、同「未認知の
非嫡出子である連れ子の特別養子縁組を認容した事例」『白
鷗法学』第24号（2004年）127頁以下、同「『継親子関係』
管見」『白鷗法学』第22号（2003年）69頁以下、同「継子（連
れ子）養子について」『新しい家族』第34号（1999年）46
頁以下をご参照いただければ幸いである。
25）野沢＝茨木＝早野＝SAJ・前掲注⑶31頁以下。
［付記］
　本稿は、平成17年度白鷗大学法政策研究所特別研究費助
成による研究成果の一部である。また、憲法論叢第13号57
頁（2006年）から転載したものである。
